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今回の新たな視点！

１．水産、畜産分野を新たに追加しました。

２．技術協力プロジェクトにおける民間企業との

連携事例を強化しました。

３．各国からの情報提供を強化しました。
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絶賛、配布中！
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本日の話題

１．途上国支援における食料・農業分野は？

２．なぜ民間セクターとの協力が重要なのか？

３．これまでの提案の傾向と事例

４．JICA技術協力との連携事例

５．各国・地域において提案が望まれる分野

６．留意点など
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１．途上国における食料・農業分野は？
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食品・農業は途上国において重要な分野

開発途上国において、農業分
野は人々が従事する主な産業
であり、また、産業としても中心
的な割合を占めることが多い、
重要な分野です。

途上国に進出した日本の民間
企業の皆様の活動は、これら
途上国の産業の発展、生計の
向上にも大いに貢献するものと
期待されています。
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 世界の人口は主に途上国において増加。
 世界のGDPに占める新興国・途上国の割合は年々増加。
 2009年時点で340兆円の世界の食の市場規模は、2020年

には680兆円に倍増。特に、アジアは約3倍増。
 民間資金が途上国への資金の大半を占める。

新興国・途上国は、生産地・消費地として魅力的な市場

世界の食市場規模（加工＋外食）

三菱総合研究所『内外経済の中長期展望2015-2030年度』より引用

世界ＧＤＰに占める先進国と新興国のフェア

農水省作成資料より引用



発展途上国の成長は農業・食品分野にビジネスチャンス
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所得層別人口 （2010-2025）
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世帯別年間可処分所得
低所得層 : Under 5,000USD

低中所得層 : 5,000 - 14,999USD

高中所得層 : 15,000 - 34,999USD

富裕層 : Over 35,000USD

出典： Euromonitor International l2014）

インドネシアにおける所得別人口構成変化の予測

Unit: thousand

購買力の高い中高所得層の形
成により、安全・安心な野菜・果
物等の生鮮食品の需要が高ま
る。

伝統的マーケットから、近代的
マーケット（スーパーマーケット、
コンビニエンスストア、モール
等）に消費の重点が移行し、先
進的流通システム、リテール事
業のビジネス機会が創出される。



SDGsにおいても食料・農業は重要な柱

• 2015年9月、「国連持続可能な開発サミッ
ト」において、2030年までに達成する
持続可能な開発目標（Sustainable 
Development Goals：SDGs）の17のゴール
が設定。

• ゴール２は、「食料安全保障と栄養改善の
実現」

SDGゴール２：飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改
善を実現し、持続可能な農業を促進する

2.1: 飢餓の撲滅
2.2: あらゆる形態の栄養不良を解消
2.3: 小規模食料生産者の農業生産性及び所得を倍増
2.4: 持続可能な農業とレジリエンス向上
2.5: 生物多様性、ベネフィット・シェアリング
2.a: 農業投資の増加
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２．なぜ民間セクターとの協力が必要なのか？
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開発途上国への資金の大半を占める民間資金
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日本の開発途上国に対する資金の流れ
（東欧・卒業国・ＥＢＲＤ向けを除く）
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農林水産省『グローバル・フードバリューチェーン戦略の推進について』より抜粋

日本政府（農林水産省）も海外展開を支援
＜グローバル・フードバリューチェーン戦略＞
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二国間政策対話

ベトナム 日越農業協力対話 「日越農業協力中長期ビジョン」を策定

ミャンマー 日ミャンマー農林水産業・食品協力対話 「ミャンマーにおけるFVC構築のための工程表（2016年～2020年）を策定

インドネシア 日インドネシア農業協力に関する二国間フォーラム 両国の官民による協力の中長期的な枠組みを議論

タイ 日タイ農業協力対話 民間投資を促進するために、情報及び意見交換を実施

カンボジア 日カンボジア二国間フードバリューチェーン対話 カンボジア農林水産省内に相談窓口を設置

フィリピン 日比農業協力対話 FVC構築の課題と今後両国が取るべき対応の骨子を協議中

インド 日インド農業協力対話 覚書を締結、共同作業部会を設置

ブラジル 日伯農業・食料対話 ブラジルにおける穀物輸送インフラや投資・ビジネス環境の改善、ブラジル日本商
工会議所とブラジル農牧研究公社の産学連携について議論

ウズベキスタン 日ウズベキスタン共同作業部会 ウズベキスタン政府の農業協力の優先分野や両国民間企業の関心内容等を議論

南アフリカ 日南アフリカ共和国農業政策対話 ＦＶＣ構築の取組や、南アフリカの小自作農所得向上等について意見交換

ケニア 日ケニア農業協力対話 ケニアの農業・食品産業や投資環境について調査を実施

農林水産省「グローバル・フードバリューチェーン戦略」
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途上国において食品・農業分野におけるＦＶＣの主流化が進展
（mundi 2018年8月号より抜粋）
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３ これまでの提案の傾向と事例

３-1 これまでの提案の傾向（全体）
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民間連携事業および中小企業海外展開支援事業において
採択された案件に占める食品・農業分野の割合は2割を上回る
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民間連携事業および中小企業海外展開支援事業における
農業分野の採択案件数／割合は増加傾向
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・「途上国の課題解決型ビジネス（SDGsビジネス）調査」が2017年度より開始
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民間連携事業および中小企業海外展開支援事業において、東南
アジアが最も多く、次いでアフリカや南アジアも多い。
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３-２ これまでの提案の傾向（農業分野）
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フィリピン農業の流通を変える
（mundi 2018年8月号より抜粋）



これまでの提案事業傾向 その１
[技術（生産～加工～流通～販売）、加工技術、加工用製品]

ケニア「果菜類（イチゴ・トマト）」、ミャンマー「野菜優良種子」、バングラ「緑豆」、
ミャンマー/ラオス/タイ/スリランカ「コーヒー」、インド「しいたけ」、ルワンダ「マカ

デミアナッツ」、フィリピン「桑の葉茶」、ラオス「養蚕」、ベトナム「ニンニク、花卉
（生産）、花卉（鮮度・品質保持）」、タンザニア「サツマイモ」、ネパール「みつま
た」、ミャンマー「イ草」、マダガスカル「カカオ」

技術（生産から流通・販売まで）

技術（加工）

パラグアイ「ゴマ」、カンボジア「竹」、ラオス「固有植物」、キルギス「蜂蜜」、タジ
キスタン「甘草」

製品（高付加価値化等）

フィリピン「ココナツ（シュガー用スプレードライヤー）」、スリランカ「茶（成分分析
計）」、ケニア「茶葉（茶摘機、製造ライン、仕上機）」、インドネシア「焼成機等」、
タイ「搾乳機/生乳冷却器」、フィリピン「鶏肉加工」
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・国民の大半が農民である一方、農村地区の貧困率が高い。
・農薬や肥料の活用レベルは低く、付加価値の高い作物を栽培することができない。

・貧困農家による高品質の緑豆の栽培技術習得、収穫量・品質改善による所得・生計向上。
・生産拡大に伴う、契約農民としての農民の雇用増加、女性の雇用促進。
（2015年は、参加農家数 3,184人、購入量1,500MT、輸出量730MT。結果、農家として合計1,050万円の収入増加※、バングラデシュ
として1.3億円の外貨獲得を実現。※単収改善分は含まない収入増分 ）

・グラミン銀行と共同で、もやしの原材料となる高品質緑豆の栽培ノウハウを貧困層の農家に指導し、収穫した緑豆を従来より高い
価格で農民から購入し、国内外に販売する。
・収穫後の選別作業や販売業務において、女性の雇用を創出する。
・日本向け緑豆の仕入れ先を安定的に確保しつつ、バングラデシュ向けの緑豆は低価格で販売する。
・利益はソーシャル・ビジネスの推進や貧困層の農民支援に活用する。

成果

提案事業

開発課題

「協力準備調査（BOPビジネス連携促進）」を通じたビジネスモデル構築、事業計画立案

バングラデシュ・緑豆生産の体制構築事業
（株式会社ユーグレナ （株式会社雪国まいたけから事業譲渡））

グラミン銀行と提携したソーシャル・ビジネス

・2011年7月グラミン雪国まいたけ設立（注：2014年よりグラミンユーグレナ）。
・日本国内でもやしを販売。
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日本企業側の成果

 主に日本国内にて輸入生ゴマの商
品開発・加工・販売を行っている

 パラグアイ国における現地法人設立

 パラグアイ国におけるゴマ商品販売
店舗の設置

 パラグアイ国内でのゴマ商品の飲食
店・その他食品産業への卸売り事業

 現在の原料としての生ゴマの輸出
だけでなく、ゴマの輸出先の多様化

 ゴマを消費しないパラグアイ国内に
おける市場の開拓

 加工ゴマ製品開発によるゴマ高付
加価値化の可能性実証

 農作物を主要産業とするため、
生産状況と国際価格に左右さ
れる経済の改善

 ゴマ生産を担う小規模農家の
生計向上

 食品加工技術の向上（原料とし
ての農産物の高付加価値化）

パラグアイ国の開発ニーズ

ゴマ加工品の生産管理技術の普及・実証事業
株式会社わだまんサイエンス（京都府）

パラグアイ国側に見込まれる成果

普及・実証事業の内容

 パラグアイのゴマ生産者をはじ
めとする関係者へのゴマ加工お
よび加工食品生産技術の移転

 パラグアイの嗜好に合わせたゴ
マ加工食品の共同開発および
ゴマ加工品の普及

 ビジネス展開計画の策定

提案企業の技術・製品

－ゴマ製品の加工技術
ゴマの杵つき、機能性食品の
研究・開発等

－ゴマ製品の販路作成
マーケティング方法、他業種・
ゴマ関係者との連携

パラグアイ

現状

今後
事業概要

相手国実施機関：
国立アスンシオン大学農学部、
ラ・ノルテーニャ農協
事業期間：2016年1月～2018年2月
事業サイト：アスンシオン、サンペドロ

2014年度
普及・実証
事業

農業
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現地が抱える開発課題

マダガスカル国 ディアナ州アンバンジャ市サンビラノ地域

ビジネス
概要：

BOP層の零細カカオ農家は、カカオの品質を左右する
農法、発酵・乾燥・選別等の加工技術に対する知見に
乏しく、カカオの収量・品質は低い。また、カカオ市場は
閉鎖的で、零細農家はアクセスすることが困難なため、
適正価格での取引が難しい。

企業が有するソリューション

国際市場を経由せず、BOP層農家からカカオの直接買い取
りが可能。製菓メーカーへのカカオ販売チャネルも持つ。農
薬や化学肥料を使わずに育てられたカカオからつくる同社
の高品質なチョコレートは、生産者の顔が見えるチョコレート
として顧客の信頼を得ている。

+

ビジネスを通じた課題解決アプローチ

国・地域：

企業：

アグロフォレスリー農法による、高品質カカオの現地生産・加工、国内外への販売。

有限会社テオブロマ
シェフ自らが世界のカカオ産地を訪ね、フルーティーで豊かな香りのカカオから高品質のチョコ
レートの製造・販売を行う。

BOP Business Profile 

関連写真
（あれば）

カカオフードバリューチェーン構築事業準備調査（BOPビジネス連携促進）

マダガスカルのサンビラノ農業・零細農家開発協会（ADASP）と協働して、零細農
家を対象に研修を行い、アグロフォレストリー農法とカカオ加工技術を普及させる
ことで、カカオの品質向上と収量の増大を図るとともに、透明性のあるフードバ
リューチェーンを構築することにより、カカオ農家の生計向上を目指す。また、ア
グロフォレストリー農法の普及による自然環境の回復を目指す。
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課題 食の地域ブランド力が弱い
安心安全な食品への取り組みが不十分

食の安心安全・付加価値化の技術の習得と
普及生産・加工・販売などが連携した
十勝型フードシステムによる地域特性を
活かした商品の開発と地域ブランドの推進。

成果 十勝のノウハウ・技術を活用して
優れた商品の開発、地域ブランドの強化

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
「フードバレーとかち」の技術をタイ・マレーシアへ
ハラル食品への対応や食品産業の海外展開推進

草の根技術協力事業

十勝によるタイ・マレーシアの
食意識改善（2013年~2015年,2016年～）

十勝の背景、取り組み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

－十勝地方は食料生産に恵まれた自然
環境で食料自給率1100％を誇る。

－生産・加工・販売などが連携した
十勝型フードシステムの形成。

－「食」の国際戦略総合特区に
認定される。

地域活性化特別枠
/地域提案型

十勝×タイ・マレーシア

事業概要
参加者：帯広商工会議所・帯広畜産大学・十勝地区農業協同

組合・十勝圏地域食品加工技術センター・帯広市

相手国：タイ（タイ商工会議所）
マレーシア（中小企業振興公社）

協力内容：
・食品業界、流通関係者に対する食の付加価値化・
安心安全の向上による地域振興のための研修員を
現地から受け入れ、十勝から指導者を派遣。

・日本で食品・流通・サービス業界に対してハラル対
応セミナーや調査報告会を開催しハラル食品に関す
る理解を促進。（十勝でのハラル対応を促進するための、

「ムスリムフレンドリーとかちキャンペーン」をスタート）

タイ・マレーシアの課題と成果

十勝企業の海外展開とハラル対応推進

・十勝の企業が海外に進出する為には「十勝」
という地域ブランドの認知が重要であり、今回
の事業は東南アジアでの十勝のブランド定着に
貢献。この案件を通じ、多くの地元企業が海外
に目を向け、現地への進出が促進されている。
・今後ハラル食品への対応は日本でもニーズが
高まる分野であり、十勝の行政機関や食品・流
通業界関係者は事業を通して広くハラルについ
て学び、いち早くハラルへの対応の機会を得る
ことができた。

十勝への波及効果

草の根技術協力



これまでの提案事業傾向 その２
[稲作、コメ関連]

ラオス「高生産・高付加価値農業」、インドネシア「高付加価値化」

技術（生産、加工、販売）

技術（特別米加工）

フィリピン「低蛋白米」、タイ「低蛋白米」

製品（高付加価値化、収穫後処理、加工）

ミャンマー「米水分計」、インドネシア「乾燥機、籾殻燃焼器」、カンボジア「精米
機」、ミャンマー「籾殻燃焼炉/乾燥機」、ウガンダ「石抜機」、インドネシア「籾摺
精米機」、カンボジア「籾殻燻炭」
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これまでの提案事業傾向 その３
[農業資材、灌漑関連、栽培施設]

ベトナム「土壌改良（徳島式）」

技術（土壌改良）

製品（肥料、土壌改良剤 等）

モンゴル「堆肥発酵促進剤」、モロッコ「ALA配合肥料」、スリランカ「土壌改良

剤」、カンボジア「土壌硬化剤」、ベトナム「殺菌剤、展着剤、果実カバー」、ザン
ビア「土壌分析機器」、モロッコ「土壌改良剤」、インド「ロールプランター」、ルワ
ンダ「除菌装置」、スリランカ「LED式防虫灯具」、ベトナム「食品残渣発酵分解
装置」

かんがいポンプ 等

カンボジア「灌漑水用天蓋付シート式ため池」、ウズベキスタン「灌漑用渦巻ポンプ」

栽培施設 等

インド「水耕栽培」、モルドバ「人工光型植物工場」
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中小企業の技術・製品

土壌改良材

－細孔に水が貯えられ保水性が
高まり、節水化を実現する。

－同じ灌水量でより多くの水分を
根が吸収できるため、農作物収量
増加につながる。

－環境負荷が無い（主原材料がガ
ラスであるため長期間の利用で摩
耗した場合でも土壌に還すことに
問題はない。）

30

日本企業側の成果

 世界トップクラスの乾燥地研究を行う
鳥取大学との連携（同社技術の乾燥
地農業への応用と大学側の知見蓄
積という協創関係）

 モロッコ全土の点滴灌漑地域（55万
ha）を対象とした販売拡大。

 鳥取県の乾燥地研究を生かした、県
内産業の高付加価値化の推進

 水の消費量の低減

 農作物収量増加による所得水準の
向上

 農業付加価値額の向上

 気候変動による少雨化に対する農業
の安定生産の確保

 慢性的な水不足により農業用
水確保にかかるコストは年々
上昇し、水の有効活用が必要

 灌漑整備が進み、試験レベル
で保水材が用いられるも、質に
問題があり普及に至っていない
中、耐久性と安全面に優れた
保水材が必要

モロッコ国の開発ニーズ

乾燥地節水型農業技術普及・実証事業
株式会社鳥取再資源化研究所（鳥取県）

モロッコ側に見込まれる成果

普及・実証事業の内容

 スス・マッサ地域農業開発公団
（ORMVASM）研究施設および

周辺モデル農家での製品導入
による野菜栽培実証/栽培指
導、普及

 ORMVASM関係者への技術指

導（製品敷設方法、水の消費
量・土壌水分の測量技術など）

 小規模農家のための補助金調
査および紹介

モロッコ

ガラスびん 貝殻

現状

今後

2013年度
普及・実証
事業

農業
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これまでの提案事業傾向 その４
[IT、流通、農作業機 等]

ベトナム「統合環境制御型ハウス栽培システム」、スリランカ「衛星データ活用水
稲圃場情報提供システム」、ラオス「生産管理システム」、フィリピン「灌漑テレ
メーターシステム」、フィリピン「栽培管理・仕入販売システム」

栽培・生産管理システム（IT）

コールドチェーン

ラオス/スリランカ/ルワンダ「予冷・加工施設と技術」、ベトナム「液冷式急速冷凍
機」

輸送

ミャンマー「台船・タグボート」

農作業機 等

インド「じゃがいも収穫機」、ベトナム「選果機」、トルコ「草刈り機、高所作業機」、
ガーナ「農業機械販売」

倉庫・貯蔵施設

インド「太陽光発電・蓄電小型倉庫」、モロッコ「高度冷蔵装置、人工海水氷」、モン
ゴル「低温貯蔵システム」
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提案企業の技術・製品

34

日本企業側の成果

 インドの市場ニーズに適合したインド
仕様のジャガイモ収穫機が検証され
る

 機械化に適した栽培体系、収穫体系
が提案される

 C/Pおよび農家に収穫にかかる技術
が移転され、機械化普及のための基
盤が整う

 ジャガイモ収穫の機械化促進
による作付面積・生産量拡大
（労働集約的農法の限界：労働
者確保困難、人件費高騰）

 適切な収穫後処理・輸送体系
の確立によるジャガイモの付加
価値向上、効率的な生産販売

インド国の開発ニーズ

ジャガイモ収穫機普及に向けた普及・実証事業
東洋農機株式会社（北海道）

インド国側に見込まれる成果

普及・実証事業の内容

 インド仕様のジャガイモ収穫機
の導入検証（モデルファームで
の試用・調整、収穫効率等の評
価など）

 パンジャブ州園芸局（C/P）普及

員及び周辺農家を対象とした収
穫機使用および機械化に適し
た収穫体系確立に向けた指導

 現地生産可能性調査および普
及計画の策定

- 畦の形状に合わせて掘取り、
塊茎にダメージを与えない。

- コンベヤシステムによる損傷防
止および作業効率改善。

＜牽引式＞

インド国

現状

今後

ロータリー・カルチベーター

ジャガイモ収穫機

 ジャガイモ収穫機の国内シェア70%
 農業試験場、大学等との協力

 インド仕様収穫機の一部現地生産によ
る販売、他州へのビジネス展開

 「フードバレーとかち」が推進する十勝
を拠点とした海外展開のモデルケース

＜自走式＞ -小規模圃場に対応

事業概要

相手国実施機関：パンジャブ州園芸局
事業期間：2015年11月～2018年5月
事業サイト：パンジャブ州ジャンダール

- ハードな土質の改善

2014年度
普及・実証
事業

農業
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３-３ これまでの提案の傾向（水産分野）
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途上国のビジネスニーズ 提案された技術・ノウハウ

水産資源の増殖 人工魚礁

未利用資源の利用 縞タコ

漁業技術・設備の普及 船外機、FRP漁船

新魚種の養殖 ソフトシェルクラブ（バングラデシュ）
ウニ（フィリピン、ベトナム）
ティラピア（モザンビーク）
ナマズ（インド）
オゴノリ・テングサ（モロッコ）

養殖技術の普及 循環式・陸上・屋内型施設
エアレーション（酸素供給）
浮沈式いけす
プロバイオティクス
微生物による土壌・水質改善

未利用原料の加工 破棄部位のだし（調味料）加工

水産物の鮮度保持 マグロ船上瞬殺機、製氷機、冷蔵庫

水産物の付加価値向上 青魚トマト煮缶詰

FVC（漁獲から販売までの品質保持、
付加価値向上）

鮮度保持技術・6次産業化ノウハウ

これまでの提案事業傾向 （水産）
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41

日本企業側の成果

 FPR船造船技術の同国への移転

 現地でのFRP船の製造・販売

 木造漁船の課題である漁獲物の衛
生管理、安全性、維持費を改善

 漁船の近代化（木造からFRP）

 EU水産物輸出において、木造

漁船上の漁獲物が不衛生で
あるとの指摘への対応

 不安定な木造船による海難事
故への対応

セネガル国の開発ニーズ

FRP船製造・販売事業準備調査（BOPビジネス連携促進）
ヤマハ発動機株式会社（静岡県）

セネガル国側に見込まれる成果

普及・実証事業の内容

 モニターFRP船による操業テスト
と市場適合性調査

 FRP船販売・購入に係るファイナ
ンススキーム構築調査

 船舶安全法に関する調査

提案企業の技術・製品

- FRP製保冷箱が設置でき漁獲

物の品質管理・船上の衛生環
境改善が可能

- 安定性・浮沈性・強度が確認
されたFRP船の導入

- 操業時の船外機燃費が向上

※船につける船外機の同国シェ
アは90％以上

セネガル

現状

今後

 FRP船現地試作による品質とオペレー

ション確認を準備中（現地パートナーと
共にパイロット工場を建設中）

 テスト販売による販売可能性確認を準
備中

 14隻/月でFRP船を製造
相手国実施機関：漁業海洋経済省
事業期間：2016年4月～2018年11月
事業サイト：ダカール・ンブール県等

2015年度
協力準備調査水産

FRP船製造技術

他JICA

事業と
連携

（次項
参照）
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 セネガル政府の水産政策策定・実施
支援

 FRP船製造・販売事業準備調査と協

力し、水産政策に挙げられた漁業近
代化・水産資源管理に資するFRP船
舶安全法の整備支援を実施

 水産資源管理の観点から漁船数増
加が生じないような支援を実施（既存
漁船の登録番号を新造FRP船に付
与）

 ンブール県における水産資源の共同
管理に資する水産物のバリュー
チェーン開発マスタープラン/アクショ

ンプランを策定する際、有効なアプ
ローチを検証する為にパイロットプロ
ジェクトを実施

 FRP船製造・販売事業準備調査と協
力し、提案企業の技術・製品（FRP船）

を用いた水産物輸出のバリュー
チェーン開発の可能性について調査

 国別研修「漁業近代化のための小型
船舶安全法」を企画し、日本国内で
FRP造船工場・船品質管理・検査実習

開発計画調査型技術協力

バリューチェーン開発による水産資源
共同管理促進計画策定プロジェクト

個別案件（専門家）
水産行政アドバイザー

提案企業の技術・製品

- FRP製保冷箱が設置でき漁獲

物の品質管理・船上の衛生環
境改善が可能

- 安定性・浮沈性・強度が確認
されたFRP船の導入

FRP船製造技術

他のJICA事業との連携事例

相手国船実施機関：漁業海洋経済省
事業期間：2014年3月～2017年11月
事業サイト：ンブール県等

FRP船製造・販売事業準備調査（BOPビジネス連携促進）
ヤマハ発動機株式会社（静岡県）

セネガル

2015年度
協力準備調査水産

相手国船実施機関：漁業海洋経済省
事業期間：2015年8月～2017年8月
事業サイト：ダカール等



３-４ これまでの提案の傾向（畜産衛生分野）
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バリューチェーンによる酪農振興（北海道十勝）
（mundi 2018年8月号より抜粋）



これまでの提案事業傾向

・モンゴル「堆肥発酵促進剤と耕畜連携事業（案件化調査）」

堆肥製造

飼料製造・調整

・タイ「ペレット飼料・肥料製造事業（普及・実証事業）」
・カンボジア「サイレージの生産販売事業（普及・実証事業）」

生産＆加工＆販売 （鶏卵肉）

・インドネシア／ベトナム「鶏卵生産販売事業(BOPビジネス連携促進)」
・ミャンマー「分散型鶏卵生産販売事業(BOPビジネス連携促進)」
・フィリピン「養鶏・鶏肉生産加工事業調査(中小企業連携促進)」

流通 （コールドチェーン）

・インド「低温物流技術と酪農女性グループ育成事業(BOPビジネス連携促進)」

・タイ「搾乳システム及び冷却機による生乳の品質向上事業（普及・実証事業）」

生産＆品質管理 （生乳）
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畜産関連案件 事例１
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畜産関連案件 事例２
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４．JICA技術協力と民間との連携事例

インドネシア Fintech
「官民協力による農産物流通システム改善プロジェクト」

ミャンマー コメ・ゴマ FVC
「バゴー地域西部灌漑農業収益向上プロジェクト」

（PROFIA）
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インドネシア国「官民協力による農産物流通システム改善プロジェクト」

本事業は、西ジャワ州（4県2市）において、園芸作物（野菜・果樹）生

産者と近代的流通市場を直接結び付ける生産流通モデルの開発・実
証と園芸作物生産流通に関与する行政機関関係者の行政運営能力
向上を支援することにより、対象地域の園芸作物の生産流通システ
ムを近代化し、高品質で安全な園芸作物を栽培する農家の所得向上
に資するもの。

意欲的な農家グループの主体的参加により、近代的流通市場のニ

ーズ調査と商談、生産技術改善、計画的生産、農家組織力強化、洗
浄・パッキング施設と輸送手段の確保及び金融アクセスの改善までを
網羅する生産地から近代的市場まで統合化された生産流通モデルを
実証。

●プロジェクト目標

対象地域において、農家所得の向上につながる高品質で安全
な園芸作物の生産流通システム近代化が進展する。

●成果

１．高品質で安全な園芸作物の市場と農家をつなげる生産流通
モデルが開発され、実施される。

２．園芸作物の生産流通システム近代化に関与する行政機関関
係者の行政運営能力が向上する。

●対象地域
西ジャワ州の４県・２市（バンドン県、西バンドン県、チアン
ジュール県、ガルット県、ボゴール市、スカブミ市）

技術協力プロジェクト
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プロジェクトのゴール及び
農家グループのレベルごとの支援戦略

高い

低い（規格外の青果物）

非常に低い（自家消費）

特定課題に特化した支援 (10)

近代的生産流通ビジネスモデルの構築 (60)

ポテンシャル農家グループの裾野を広げる (90)

近代的農産物生産流通モデルの確立

※（ ）内は支援対象農家グループ数

中く らい

（ターゲット層）

レベルA

レベルB

レベルC

農業企業

自給自足主体の農家

インドネシア国「官民協力による農産物流通システム改善プロジェクト」
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農家グループ・レベル別の支援活動

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
ﾚﾍﾞﾙ

支援
戦略

潜在農家の裾野を広げる
"パッケージ化″された研修

近代的生産流通モデルの構築
"テーラーメイド”の支援 特定課題に特化した支援

対象数

各サイトから平均１５グループ
（計９０グループ）を対象とする

その中でも有望な１０グループ
程度に追加支援を検討

各サイトから１０グループ（計６０グ
ループ）程度を選定

 ２ラウンドに分けて実証事業を実施

バンドン、西バンドンを中心に合計
１０グループ程度を選定

支援
内容（案）

近隣の先進農家の視察

研修内容：近代的流通システ
ムと市場ニーズ、栽培技術改
善（施設栽培導入等）、作付計
画の作成、生産調整方法、簡
便な収穫後処理・鮮度管理方
法等

高品質野菜の新品種導入と栽培技
術の確立支援（種苗調達支援を含
む）

金融アクセス支援

農業資機材導入支援（ハウス栽培、
簡易灌漑システム、輸送手段の改
善等）

収穫後処理・鮮度管理・包装の改善、
商品企画、市場開拓支援

組織力強化支援（グループ規模の
拡大・クラスター化等）

高品質野菜の新品種導入・栽培技
術の確立支援（種苗調達支援を含
む）

金融アクセス支援

農業資機材導入支援（ハウス栽培、
簡易灌漑システム、輸送手段の改
善等）

収穫後処理・鮮度管理技術の改善

簡易ITシステム導入の検討

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
その他

短期研修実施後、有望グルー
プについてはレベルBグループ
に準じる追加支援を検討

農産物流通ロジスティクスサービス
会社設立の支援を検討（農家グ
ループからの要請（プロポーザル）
に応じて支援を検討）

レベルC対象の研修講師、スタディ
ツアーの受入先となる

農産物流通ロジスティクスサービス
会社設立支援（農家グループから
の要請（プロポーザル）に応じて支
援を検討）

インドネシア国「官民協力による農産物流通システム改善プロジェクト」
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生産地集荷施設（STA）
■対象：西ジャワ州の既存STA（4か所）
①農家指導体制強化
②選択的・戦略的な市場運営/設備改善
③日本の先進事例導入
（農協、市場情報、ブランド化等）

実施機関
■インドネシア農業省園芸作物総局
■州・県農業局
①行政官に対する能力強化
（専門家派遣、訪日研修など）

近代市場（民間）
■対象：富裕層や中高所得層をターゲットと
するスーパーマーケット、外食産業、
食品加工業など（日本企業含む）

商業農家グループ
■受益者：西ジャワ州トライアル農家

（30グループ）
①高付加価値な農産物（13品目）生産支援
②収穫後処理改善及び
流通ネットワーク強化支援

③マーケティング強化及び
金融アクセス支援

高品質・高付加価値
農産物（トマト、パプリカ等）

生
産
指
導

融
資
支
援

発
注

品
質
要
求

高
品
質
・

高
付
加
価
値

農
産
物

農家所得向上

ビジネス活性化

IT導入による流通管理
（E-support Link）

【中小企業海外展開支援事業】
案件化調査実施中

我が国の『グローバルフード
バリューチェーン戦略』にも貢献

いちご産地の６次化
（木之内農園）

【中小企業海外展開支援事業】
案件化調査実施中

国産農産物振興
イベント“Farm to Table”

市場と農家がつながる農産物生産流通システムの近代化を進め、
高品質で安全な農産物を近代市場に供給するとともに、農家所得の向上を実現する。

連携連携

民間企業の海外進出活動と連携して活動を展開
インドネシア国「官民協力による農産物流通システム改善プロジェクト」
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生産

•野菜種子 本邦種苗
会社の日本野菜種子
を日本から導入

•金融アクセス インドネ
シア住友商事と連携し、
インドネシアの民間銀
行から営農活動への
融資支援

• 農業資材について、
「タキロンシーアイ」の
農業資材を導入

•ポテトチップス用のポ
テトの試験栽培を開始

製造・加工

•ポテトチップ
ス用のテスト
栽培

流通 消費

•イオンモール
での販売

•日系スー
パー「パパイ
ヤ」での販売

•日系レストラ
ンへの日本
野菜の供給

FVC構築のためには多くの民間企業との連携が必要

JETRO、大使館と合同で日系企業とのビジネスマッチン
グを6か月に一度、ジャカルタで開催

中小企業連携事業２件（イーサポートリンク（IT導入）、木
之内農園（いちご栽培））との連携

インドネシア国「官民協力による市場志向型農業振興プロジェクト」
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インドネシア政府のマイクロファイナンス（KUR）スキームを活用する
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インドネシア政府のマイクロファイナンス（KUR）スキームを活用する
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インドネシア政府のマイクロファイナンス（KUR）スキームを活用する
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インドネシア政府のマイクロファイナンス（KUR）スキームを活用する
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アグリゲーター・P2PLP
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アグリゲーター・P2PLP
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アグリゲーター・P2PLP
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ミャンマー
FVC分析事例

技術協力プロジェクト
ミャンマー国

バゴー地域西部灌漑農業
収益向上プロジェクト

（PROFIA）
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対象地域

• ヤンゴンから300km
（車で5～6時間）

• 中央乾燥地とエーヤワ
ディーデルタとの中間地点
（両方の特徴を併せ持つ）

• 4つの灌漑スキーム

• 円借款事業の効果促進事業
としての位置づけ

₋ 対象地区面積：8万7千 ha

₋ 農家世帯数：11万7千世帯

₋ 平均5人/世帯

₋ 4ha/世帯

Project Location Map

･･･Number of Model Site

･･･DOA Bago (West) Rice Seed Center

･･･AMD Agricultural Mechanization Station

･･･Model Site ･･･New Model Site

Pyay TS

Paukkhaung TS

Thegon TS

Paungde TS

Nattalin TS

Zigon TS

1

2

3

4

5

6

1

Pyay 

District
Thayarwady 

District

↑Magway

↓ 

Yangon
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プロジェクト目標：
灌漑農業による、民間企業活動を組み込んだ
収益性の高い農業モデルが構築される。

成果 1：
保証種子（CS）の増産・流通・使用を中心とした官民
（生産者）連携（PPP）によりコメのFVCが向上する。

成果 2：
市場の動向を考慮した乾季の作付作物の多様化が
促進される。

成果 3：
対象地域において、参加型水管理にかかる指針が整備、
運用される。

プロジェクト概要
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対象地区の特徴と課題

項目 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

灌漑あり

灌漑なし

（粘土質）

灌漑なし

（その他）

雨期コメ（補給灌漑）夏期コメ（灌漑）

BGケツルアズキ

• コメ中心の作付パターン

• 砂質土壌（北部）と粘土質土壌（南部）

• コメに限定されてきた過去の農業施策（乾期・灌漑）

• 乾期の作付可能面積約30%（水供給量ベース）

• 田越し灌漑（水管理が困難）

• 国際市場の大きな影響力（中国、インド）

雨期コメ（補給灌漑）

雨期コメ（補給灌漑）
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２つの開発シナリオ

• コメ中心のVC強化支援

– 優良種子の活用から生産、販売までを中心に

– 民間企業とのタイアップ（PPPモデルの構築）

• 単収アップ（1.2～1.6 ton/ha⇒2.1 ton/ha）

• 品質向上（5,500kyat/basket⇒6,130kyat/basket）

• 精米歩合向上（53％⇒60%）

• ゴマ中心のVC強化支援

– 乾期灌漑作における作物の多様化（コメ以外）

– 生産からポストハーベスト、流通までを中心に

• 新たな産地を求める本邦商社

• ゴマ栽培における数々の課題
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コメのFVC強化支援
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0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

Share Value of Rice Value Chain based on VCA for Rice (PROFIA Dec 

2017)

Producer Broker Rice Miller 1st trader 2nd trader

12,000

30,000

18,000 ~ 

4000
8000

11000

42,000

[Cost]

354,000

← 210,000 Kyats (49.5% of the value）

62,000

Drying/ 
cleaning (10% 
of the value)

Drying/ cleaning / 
transporting (14.7% of 
the value)

transportation/
(grading)

コメのVC分析

6789千円/ha

【末端価格約8万5千円/ha】

農家
（83%）

ブローカー
（4%）

トレーダー
（3%）

トレーダー
（3%）

5千円/ha 7.5千円/ha 3千円/ha 3千円/ha

乾燥・精選分
（10%）

精米業者
（7%）

輸送分（5%）



Name;

Home address;

Phone Number;

Project for Profitable Irrigated Agriculure

Farming Record

(PROFIA)

 (June, 2017 - June, 2018)

 in Western Bago Regio

1. 品種の選定（Yadanatoe）
2. 優良種子生産（SMWG）
3. 緑肥による土壌改善
4. 水利組合（WUG）の結成
5. 圃場内水路の建設
6. 経営帳簿の導入
7. 技術研修会の開催

1. 耕起方法
2. 種子選別
3. 種子増殖
4. 種子リサイクル
5. 播種方法の改善（条播等）
6. 施肥管理
7. フィールドデイ

1. 精米歩留まり試験
2. フォーラムの開催

Input Provider Farmer Farmer & Trader Retailer Consumer

FVCに沿ったPROFIAの取り組み（コメ）

1. ラボの設置
2. PH研修
3. 燻蒸保管
4. ラボにおける品質管理
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優良種子（CS)を用いたFVC強化シナリオ

zzzz 稲作農家 精米所
一定品質

の籾米

保証種子
（CS)

採種農家
登録種子
（RS)

保証種子を利用して栽培された高品質もしくは一定品質の
籾米を、精米所がプレミアムをつけて購入。精米所は精米
歩合の向上、精米品質の安定化により高収益が実現。

市場

農家による優良種子（CS)の生産と、市
場への信頼性の高い種子の供給。種子
生産体制の拡大が期待でき、シナリオ
①の実現に貢献。

プレミアム

PPPシナリオ③：種子生産WG
精米所自身が種子生産を行い、高品質/一定品質の籾米入手に繋げる

PPPシナリオ①
優良種子を用いた籾生産で付加価値向上、

農家・精米所双方が裨益

PPPシナリオ②
農家による優良種子生産・供給
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民間企業との協働（PPPモデルの構築）

- 自身で品質の評価を正当
に行えるよう、民間精米
所における精米歩合試験
の実施

- 種子増殖ワーキンググ
ループの設立
（普及局、精米所、種子
生産農家等） 精米所におけるポストハーベスト・カウン

ターパートによる精米歩留まり試験
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品質検査ラボの開所式

精米所における歩留まり試験コメの種子選別機の導入

ポストハーベスト研修 71



品質検査ラボでの活動
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ゴマのFVC強化支援
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ミャンマーにおけるゴマの主要な流通経路

74

(Sesame seed)

Source: Value Chain Analysis of Sesame in Magway Township, Thuzar Linn, 2013



夏ゴマのバリューチェーン分析

100%

90%

80%

70%

60%

50%

40%

30%

20%

10%

0%

Total: 1,429-

1,633 kyat/kg 
(69%)

337-407 kyat/kg
(16%)

160-363 kyat/kg
(11%)

100 kyat/kg (4%)

Growers 
(Farmers)

Brokers
(Sesame collectors)

Local Traders
Exporters (FOB)

Shares of value of Summer Sesame Value Chain

(Net Income: 31%)

(Production cost: 38%)

75約160円/kg 約40円/kg 約35円/kg 約10円/kg

←（約110円/kg）

←（約50円/kg）

農家
（69%）

ブローカー
（16%）

トレーダー
（11%）

輸出業者
（4%)

【末端価格約250円/kg】



1. 品種の選定（Sin Yadanar-3）
2. 優良種子生産（SMWG）
3. 水利組合（WUG）の結成
4. 圃場内水路の建設
5. 経営帳簿の導入
6. 技術研修会の開催

1. 適切な灌漑方法
2. 播種方法の改善
3. 栽培技術（施肥・防除）
4. 排水・溝切り
5. Field Dayの開催

1. 市場調査・開拓
2. 農家と買い手のマッチン

グ（地元、本邦）
3. フォーラムの開催

投入 栽培 収穫後処理 流通 消費

Input Provider Farmer Farmer & Trader Retailer Consumer

FVCに沿ったPROFIAの取り組み（ゴマ）

1. 収穫機の導入
2. 乾燥方法の改善
3. 選別方法（唐箕）
4. ラボにおける品質管理

76



ゴマFVC強化支援における取り組み

• 栽培管理全体（新規作物として）
– 栽培体系の構築
（品種選定、肥培管理、灌漑管理、等々）

• 残留農薬対策
– 本邦向けゴマにおけるイミダクロプリドの
検出

– 農薬利用にかかる指針（種類、時期、量、
等々）

• 品質改善
– 酸価値問題、カビ臭問題、サイエンスブ
ラック

– 収穫後処理技術の改善（野積み⇒立て掛け、
はさ掛け）

• 流通
– 本邦商社、地元ブローカーとの取引支援
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日本のゴマ製品の試食会夏ゴマの収穫後処理技術夏ゴマのField Day

日本市場が見込める作物の取り組み

日本の搾油業者との
意見交換マメの需要調査

卸売業者への
サンプル提示
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販路拡大への取り組み

卸売業者による品質確認

ゴマサンプルの提示

マーケティングフォーラム
の開催

ローストセサミの
加工工場の視察

地元トレーダーとの
意見交換

飼料の需要調査
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水管理組織（WUG）設立・運営支援

• 水管理における限界
– 田越し灌漑下での作物選択の制約

• 農民参加型水管理（PIM)
– 支線水路以下の施設・水管理の農民
への権限委譲

– WUGとWUA

– PIMガイドライン

– クロッピングカレンダーの活用
（水管理、水路管理調整のツール）

• 農民組織としてのポテンシャル
– 普及の拠点となるか

圃場内水路の掘削

水利組合員同士の協議
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WUG/WUAによるPIM活動
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農機利用トライアル

耕耘機牽引式播種機（4条植え） 筋植え用の「ゴンベイ」型播種機

マメ用種子精選／選別機の設置マメ用種子精選／選別機
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FVC強化支援における課題と教訓

• リスクヘッジとしての作物多様化：インドのマメ輸入制

限、中国バイヤーの動向、自然災害（洪水・渇水）

• 販路の多様化：国際市場だけでなく、国内市場を開拓

• 地元トレーダーの巻き込み：都市のトレーダーは遠方で

即時の対応が困難（農家は収穫後すぐに売りたい）

• 農家の選択力強化：市況に応じて選択できる力を鍛える
（収益性、栽培技術、販売先）

• 買い手のニーズ：FVC強化＝下流のニーズを上流に反映

• 品質向上：買い手の意識改革／能力向上が必要

• 中間業者の役割：中抜き可能？両立可能？

• Market-In vs Product out：どちらを優先？（再現性）
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５．各国・地域において提案が望まれる分野
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各国・地域において、民間企業様からの製品・技術の活用が期待され
る現地情報については、以下のサイトにてご確認いただけます。

2018年7月30日現在、インドネシア、ラオス、東ティモール、ベトナム、ミャンマー、モンゴル、バングラデ
シュ、インド、キルギス、ウズベキスタン、タジキスタン、ボリビア、ニカラグア、アルゼンチン、ペルー、コロ
ンビア、モロッコ、エチオピア、ガーナ、ケニア、マラウイ、ナイジェリア、ザンビア、ブルキナファソ、カメルー
ン、コートジボアール、セネガル、タンザニア、ソロモン、ボツワナ、サブサハラアフリカの米生産国、アフリ
カ各国（栄養）の情報が掲載されています。

https://www.jica.go.jp/priv_partner/case/reference/subjects/agriculture.html
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各国ニーズの具体的事例

東南アジア

ベトナム（ラムドン省）、インドネシア（バンドン、ボ
ゴール等）、ミャンマー（西バゴー）

東・中央アジア

モンゴル、ウズベキスタン、キルギス

アフリカ

全域（SHEP、CARD、IFNA）
タンザニア
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ベトナム

＜ゲアン＞
農業振興開発計画策定支援

＜ゲアン＞
・ニンニクのバリューチェーン構築
・安全性の高い農作物生産技術の普及・実証

＜ラムドン＞
・長期鮮度保持システムの導入
・先進的な施設園芸・農業人材育成モデル普及・実証
・日本式高度選果・マーケティングの普及・実証
・ＩＣＴ活用・次世代養液土耕栽培システム

＜タイグエン＞
緑茶事業の六次産業化

・高品質米のバリューチェーン構築

・底面給水式植物工場による自然
有機野菜の生産とフードバリュー
チェーン構築

＜ディエンビエン＞
女竹生産・流通システム構築

＜クワニン省、フンエン省、ハ
ナム省、ハイフォン市、タイビ
ン省、ホアビン省、ハノイ市、
ビンフック省、バックニン省、ナ
ムディン省、ハイズオン省、ニ

ンビン省、フートー省＞
安全作物

＜メコンデルタ＞
蓮根のバリューチェーン構築

＜ハナム、メコンデルタ＞

徳島式土壌改良法による園芸
作物の生産性と品質の向上

＜ゲアン、ラムドン、ランソン、メコンデルタ＞
安心安全な営農システムの普及

民間連携事業

円借款

技プロ

草の根技術協力
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ラムドン省の事例： 6次産業化
による農業の高付加価値化

• 重点モデル地域と各地域のコンセプト

• 2014年6月「日越農業協力対
話」ハイレベル会合を実施

• ベトナム農林水産業の包括
的発展のため、民間投資の
連携によるフードバリュー
チェーン構築のための交流・
協力の推進を図る。

• 貧困層の底上げ・生計向上
及び農林水産業の6次産業
化を上位目標として、生産か
ら加工・製造、流通、消費に
至るフードバリューチェーンの
各段階の課題に重点的に取
り組むモデル地域を設定。そ
の際、各モデル地域における
民間投資の促進によるフード
バリューチェーンの構築に留
意する。

ラムドン省：８つの戦略

３．花卉：「集荷センター」の建設

７．有能農業人材の育成

４．野菜・花卉：生産体制の高度化

６．アグロツーリズムの振興

５．ブランディング活動の強化

８．中長期的なＲ＆Ｄ機能の強化

安全農薬普及
井上石灰工業(株)

育苗及び生産の近代化によ
る高品質花卉の産地育成

(株)ひめじせいか

花卉せり市場開設促進事業
花卉流通技術普及促進事業

(株)太田花き

切り花流通における鮮度・品
質維持技術

(株)なにわ花いちば

先進的施設園芸
(株)サラダボウル

社員がラムドン省ジャパンデ
スクに駐在

ヤマト運輸(株)

ICT活用・次世代養液土
耕栽培システム

(株)ルートレック・ネットワークス

冷凍装置による農産物の高
付加価値化と食品産業育成

(株)テクニカン

日本式高度選果
日興フーズ(株)

２．野菜：「ポストハーベスティン
グセンター」の建設

１．野菜：「農業団地」の建設
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インドネシア「官民協力による農産物流通システム改善プロジェクト」
との具体的連携アイデア

• 物流施設の建設・運営や低温流通業の運営に必要なノウハウ

• 加工に適した野菜の品種選定に関するノウハウ

• 加工に適する規格に栽培するための農産品栽培技術

（注. 加工＝近代市場で不適格となったB品の加工ではなく、

最初から加工用の野菜・果物のバリューチェーン）

• 農業資材の販売、適切な使用方法の普及に係る、農業資材の卸売り事
業 （セールスエンジニアの育成、販売店網の構築等のノウハウ、ビジネ
スモデルの展開）

• 効率的な集荷・輸送システムの構築・運営ビジネス （野菜の集荷・保管・
配送に特化した中間流通ビジネスモデルの導入）

89



ミャンマー国「バゴー地域西部灌漑農業収益向上プロジェクト」
との具体的連携アイデア①

 

項目 作物名 課題 内容 

投入財 ゴマ  優良種子の生産・流通  ミャンマーの黒ゴマは日本市場で評価が高いが、品種の来歴が明確ではないた

め、種子の純化を通じて、種子として生産・販売する。 

野菜  優良種子の生産・流通  ミャンマー産野菜の品質は、中国やタイ産の野菜に比べて小ぶりで貧弱であ

り、品種改良も進んでいない。イチゴなどは近年、見栄えの良いものが流通す

るようになったが、甘みは少ない。優良種子の導入・普及を図り、野菜類の品

質向上を図る。 

 野菜苗の生産システムの

確立 

 ミャンマーの農家の経営の多角化・リスクヘッジには、野菜生産の導入は効果

的だと思われる。将来の近隣諸国への輸出基盤の確立を視野に入れると、安定

した品質と数量の生産体系の確立が必要である。また、現在の脆弱な市場規模、

農家の苗生産技術を考慮すると、市場規模に合わせた計画的な体系導入が欠か

せない。そこで、地域の野菜苗を計画的な数量で期待できる品質の野菜生産を

開始できるよう、野菜苗生産システムを確立する。 

コメ、ケツルア

ズキ、ゴマ、野

菜 

 種子の保管技術の改善  農家は通常、自宅内や納屋で種子を保管しているが、保管方法が悪いために、

害虫の発生やネズミの食害などが発生している。種子の保管方法が品質に影響

する場合もあり、保管技術の改善が必要である。 

生産 全般（特に野菜）  土壌改良剤の投入  肥料を使わない農家がまだまだ多い中、野菜など比較的収益性の高い作物か

ら、微生物資材などの土壌改良剤の普及を始めることで、生産性の向上を図る。 

全般（コメ）  農業機械化  農業労働者の不足・雇用コストの増大を背景に、特にコメを中心に、農業機械

化への潜在的ニーズが高まっている。特に、中国製・インド製の競争力が強い

トラクターよりも、性能面・耐久性での優位性が高い日本製のコンバインハー

ベスターの需要が今後もますます高くなると想定される。 

ケツルアズキ、

ゴマ、野菜 

 防除技術の改善  ミャンマーの農家は農薬の使用には消極的であるため、フェロモントラップな

ど、フェロモン剤を用いた防除手段は受け入れられやすいと考えられる。DOA

の DG は無農薬野菜の推進に関心を示している。 
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項目 作物名 課題 内容 

流通 野菜  野菜の物流改善によるロ

スの低減 

 プラスティックコンテナの導入、包装パッケージの改善等を通じた野菜の物流

改善によるロスの低減が求められている。 

ゴマ等  販売先の確保及び投入財

の入手 

 多くの農家はコメの栽培を中心としているが、必ずしも収益性が高くない。し

かしながら、作物の多様化を図ろうとすると、優良種子や肥料などの投入財の

確保、並びに、販売先の確保が課題となる。こうした中、クレジットの付与な

どを含む契約栽培等が可能であれば、新規作物の導入が容易となる。 

 

 トレーサビリティシステ

ムの導入 

 出所の異なるゴマが混在することで、一度サンプル検査で合格したコンテナが

本邦の港で不合格になる事例も発生した経緯があることから、生産～販売まで

の IT 管理に基づくトレーサビリティシステムの導入は、本邦企業にとっても

有益である。 

ゴマ、マメ  残留農薬の検査体制確立  現在、海外で行われている残留農薬検査を国内で実施できる体制の確立 

乾燥 コメ、ゴマ、マ

メ 

 乾燥機の導入による作物

の品質管理 

 乾燥機を導入することで迅速な乾燥を実現し、作物の品質管理を行う。コメの

乾燥は現在、農家庭先ではなく精米所などが行うケースが多いことから、乾燥

機の導入はある程度資本力がある精米所が考えられる。 

保険 夏ゴマ  4月の雨に対する天候イン

デックス保険 

 夏ゴマは雨に弱いため、雨期が始まる前の 4月中に収穫を終えたいが、4月に

も小規模な雨が降ることがあり、この降雨量次第ではゴマが全滅することもあ

る。こうしたリスクに備えるための作物保険もしくは天候インデックス保険な

どに対して潜在的なニーズが認められる。 

 

ミャンマー国「バゴー地域西部灌漑農業収益向上プロジェクト」
との具体的連携アイデア②
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東・中央アジア

• モンゴル

• ウズベキスタン

• キルギス



モンゴルにおける畜産・獣医分野における
事業アイディア

1. 畜産分野
• 飼料生産加工（輸入代替を目的とした粗飼料生産・加工）
• 家畜向け栄養サプリや塩補給のブロックなどの製造・販売
• 畜産物加工（衛生的で環境にやさしい乳肉皮革毛を利用した一次・最終技術、またはパッ

ケージも含めたデザインなど）
• 医薬品及び化粧品等への畜産物原料加工（プラセンタなど）

2. 獣医分野

• マダニ駆除薬や忌避剤

• 感染症（原虫病など）の診断薬（病原体検出キット、抗体検出キットなど）

• 動物用およびヒト用ワクチン（ワクチンの共同開発、ワクチン力価試験、製造市販）

• 感染症などの治療薬（原虫病治療薬（途上国由来の薬草）の共同開発、製造市販）

• 感染病原体の消毒薬（口蹄疫の拡散防止）

• 牛体認識システム（コード番号の登録から管理システム導入、アプリ含む）

3． その他

• 養蜂分野でのはちみつ生産・商品化

93



連携

アプロー
チ

モンゴルにおけるJICA既存案件及びそのカウンターパートとの連携
アプローチ（イメージ）

94

巨大なモンゴルの家畜マーケット
（国内飼養頭数：山羊2,500万頭、羊2,700万頭、牛400万頭、馬360万頭）

出典：FAOSTATE 2016年

JICA案件（SATREPS ）
家畜原虫病の疫学調査と社会実装可能な診断法の開発プ

ロジェクト（2014年6月～2019年5月）
https://www.jica.go.jp/project/mongolia/010/index.html

モンゴル側機関
• モンゴル国立生命科学大学(MULS)
獣医研究所(Institute of Veterinary 

Medicine: IVM)

期待される民間企業のパワー！

• マダニ駆除薬や忌避剤

• 感染症（原虫病など）の診断薬（病原体検出キット、
抗体検出キットなど）

• 感染症などの治療薬（原虫病治療薬（途上国由来の
薬草）の共同開発、製造市販）

• 感染病原体の消毒薬（口蹄疫の拡散防止）

家畜原虫病簡易迅速診断法の開発と
原虫病の予防・対策方法の提案

連携メリット
• JICAの長年の活動により構築された先方

政府との良好な関係を活用し、モンゴル
側機関との関係性が築きやすい。

• JICA案件の活動成果等の情報を活用でき
る

https://www.jica.go.jp/project/mongolia/010/index.html


中央アジア（ウズベキスタン）

国としての特徴：
 面積約45万㎢（日本の約1.2倍）

 シルクロードの中心として栄えた国（観光地：サマルカンド、ブハ
ラ）

 中央アジア最大の人口（約3,265万人）
 1991年の旧ソ連崩壊と共に独立。ロシアをはじめ旧ソ連圏との
関係は深い。

 2016年12月、ミルジョエフ新大統領就任。為替レート統一、外
貨売買自由化等、ビジネス環境改善に積極的。

農業に関する特徴：
 旧ソ連時代には、綿花の一大生産地（今も綿花輸出量世界第5位）。

 独立と共に、国営農場・集団農場が解体。作付け自由化が進み、野菜・果樹生産が増
加傾向。

 灌漑農業が必須（年降水量100-200mm）だが、旧ソ連時代に作られた施設は老朽化、
更改が必要。

 旧ソ連時代のアムダリア川、シルダリア川の過剰な灌漑開発・排水路整備不足により、
アラル海の縮小と塩害の問題が顕著。

「青の都」と称されるサマルカンド
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ウズベキスタンにおけるJICAの農業協力

民間連携事業

円借款

技プロ

草の根技術協力

＜タシケント州・サマルカンド州＞
・果樹栽培技術向上事業（モモ・リンゴ）（2011年
～2013年）

＜タシケント近郊＞
・渦巻ポンプ普及促進事業（2016年～
2018年）

＜中西部（アムブハラ灌漑管区）＞
・アムブハラ灌漑施設改修事業（2015年
～）

首都タシケント

＜フェルガナ州・ウルゲンチ州＞
・養蚕振興計画（2013年～2015年）

＜タシケント州・シルダリア州・ジザク州＞
・水管理改善プロジェクト（2009年～2013年）

農業生産基盤・生産技術の改善支援が多いが、野菜・園芸生産増大と共に、
加工・流通を含めたフードバリューチェーン全般へのニーズも高くなってきている。 96



ウズベキスタン園芸作物バリューチェーンの課題

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・種子・苗木・品種導入 

・営農・栽培技術（育苗・

苗畑管理、病害対策） 

・灌漑・水供給（節水、塩

害対策） 

・生産基盤強化（インフラ

更新、機械化、資材・肥

料・農薬調達等） 

生産 

・衛生管理 

・冷凍・貯蔵技術（温度

管理） 

・品質確保、認証取得 

・機械化 

・製品の多様化 

・パッケージング 

・ 

 

 

製造・加工・貯蔵

産 ・コールドチェーンの確

立（物流改善、通関、経

由地でのハンドリング） 

・国際競争力、品質、ブ

ランド力の確保 

・市場ニーズの把握 

 

 

流通・販売 

【全体】 

●資金調達、●市場アクセス、●情報共有、●人材育成 

全体 

近年、産業・農業の多角化、輸出力強化、雇用促進の観点から、園芸作物（野菜、
果樹）の生産、加工、流通まで一貫したバリューチェーンの強化を推進している。

しかし、良質な種子・苗木・品種の導入、営農・栽培技術の向上、老朽化したイ
ンフラの更新、衛生や温度・貯蔵技術の高度化、輸出に資する品質の確保といっ
た様々な課題が挙げられている（詳細は次ページ）。
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【本邦技術・知見が生かせる可能性のある分野】

項目 課題 内容

生産基盤 灌漑設備 ・旧ソ連時代に作られた灌漑設備は老朽化・更改の必要性が高い。
・水源であるアムダリヤ川・シルダリア川は共に、硬いシルト成分が混入しており、
取水ポンプの摩耗が激しく、効率が低下している。高効率で強度の高いポンプへの交
換による、電気代や修理費を含めた維持管理経費削減ニーズが高い。

塩害農地の除塩対策 ・灌漑農地の半分以上に塩害あり（近年も範囲拡大・悪化傾向）。

・圃場内の塩分除去（リーチング、吸塩作物栽培）、換金性の高い耐塩性作物の栽培、
節水灌漑などの適切な灌漑管理技術の普及が求められている。

投入財 農業機械（果樹・園芸作物
用）

・旧ソ連崩壊後、営農の自由化が進んでおり、果樹・園芸作物の栽培が広がりつつあ
るが、既存のロシア・ベラルーシ産の大型農機から、インテンシブな果樹・園芸作物
栽培に適した小規模な農業機械（農薬散布機、剪定や袋かけ等を行うための高所作業
機、草刈り機等）の導入が求められている。

農業器具（果樹・園芸作物
用）

・切れ味のよい剪定ばさみ（病害虫の伝染予防上重要）。
・使い勝手のよい脚立（農作業の効率向上と安全確保に繋がる）。

加工 フルーツ加工品（ドライフ
ルーツ・フルーツピュレー
等）における水洗い・乾燥・
選別工程

・ドライアプリコットやドライレーズン：日本人好みの甘酸っぱく濃い味。他方、粒
の不揃い、（レーズンについて）果実の先にステムがついたままになっている、洗浄
されておらず砂埃がついたままになっている（洗浄機械などの導入必要）、腐ってい
るものの割合が高い、といった収穫後処理の課題が多い。
・アプリコットピュレー：異物混入が多い。小さな異物対応として1mm四方のメッ

シュを通す、より大きな異物対応として金属探知機にかけるといった対応が求められ
ている。

食品加工場での衛生管理・温
度管理

・加工工場入口のエアカーテン室、トイレの自動ドア、足踏み式液体せっけん、金属
探知機等製品の品質劣化を防ぐためといった付帯設備が不十分。また、マニュアル化
されていない。
・冷凍庫扉のカーテンがない等温度変化につながるような状況が散見される。

貯蔵 貯蔵施設（冷蔵・冷凍） ・冷蔵・冷凍倉庫内で保湿用のカーテンがなく、温度変化により保管された果実に氷
が付着している例が見受けられる。
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ウズベキスタン農業（関連写真）

塩類集積の進む畑地

伝統的絹織物（アトラス）豊富な果物類（ブドウ、スイカ、アンズ、リンゴ、桃など）

旧ソ連時代に整備された灌漑水路
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キルギス（一村一品）
（mundi 2018年8月号より抜粋）
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キルギス 畜産・獣医分野における事業アイディア

全体

牛

鶏

：キルギス

山羊
羊

糞尿利用 飼料生産 繁殖 飼養管理 流通 加工 家畜衛生

雛鶏暖房
用ヒート
ポンプ

雛の雌雄
鑑別

鶏糞の
堆肥化

鶏糞
ボイラー

鶏卵・鶏肉の生産流通加工

羊毛加工
（加工に
使する
ニードル
や関連機
器）

医薬品及び化粧品等への畜産物原料加工（プラセンタ、油など）

サイレー
ジ用資材

牛糞の
堆肥化

人工授精

山羊・羊
糞の
堆肥化

鶏用飼料
製造

各種農業機械、及び飼料生産・繁殖・飼養・検査用の資機材

生乳流通
資機材



アフリカ

• 全域（SHEP、CARD、IFNA）
タンザニア
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アフリカ稲作振興のための共同体：CARD
（Coalition for African Rice Development)

 CARD立ち上げの背景 ：1990年代後半以降の需給ギャップ拡大、中長期的な域内生産拡大の必要性。
 TICAD IV (2008年）コメ生産拡大へのイニシアティブとしてJICAとAGRAが共同で発表。
 TICAD VII (2019年）CARD2正式開始予定。

【第1グループ】
カメルーン、ガーナ、ギニア、ケニア、マダガスカル、
マリ、モザンビーク、ナイジェリア、セネガル、シエラ
レオネ、タンザニア、ウガンダ、
【第2グループ】
ベナン、ブルキナファソ、中央アフリカ共和国、
コートジボワール、コンゴ民主共和国、リベリア、
ルワンダ、ガンビア、トーゴ、エチオピア、ザンビア

AfDB, Africa Rice Center, AGRA, 
FAO, FARA, IFAD, IRRI, JICA, 
JIRCAS, NEPAD, WB

目標：サブサハラ・アフリカのコメ生産量倍増
（1400万トン→2800万トン）

目標：サブサハラ・アフリカのコメ生産量を更に倍増
（2800万トン→5600万トン）

NRDS（国家稲作振興戦略）
・NRDS策定・改訂(23か国）
・優先課題選定
・コンセプトノート作成
・事業実施促進

4つのアプローチ
・栽培環境別
・バリューチェーン
・人材育成
・南南協力

JICAの貢献（実績）
・約520億円の貢献（技プロ・無償・有償他）
・1,250人の研修員受入（本邦・第3国）
・CARD事務局への支援（2名の企画調査員派

遣、活動経費）

(実施体制）

RICEアプローチ
Resilience 気候変動・人口増に対応した生産安定化
Industrialization  民間セクターと協調した地場の産業形成
Competitiveness 輸入米に対抗できる自国産米の品質向上
Empowerment    農家の生計・生活向上のための営農体系構築

CARD Action Plan
運営委員会11機関を含む関係機関による貢献策をマトリックス化

アフリカ主導
AU/NEPAD、地域共同体(RECs)の巻込み

JICAの貢献（案）
・RICEアプローチを基にした支援
・民間連携の取組み強化
・アフリカ稲作の戦略的人材育成（開発大学院連携、

本邦・第3国・現地国内研修）
・他機関と連携した研究推進
・CARD事務局への支援

CARD (2008-2018) CARD2 (2019-2030)対象国：23か国

運営委員会機関：11機関

総会

運営委員会

事務局

・最高意思決定機関
・対象23か国・運営委員会11機関他が参加
・1～2年毎の開催

・CARD運営に関する検討、総会への助言
・11機関が参加
・1年毎の開催

・CARD全般の運営・調整
・AGRA本部(ナイロビ)に設置

発展
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CARDフェーズ2におけるJICAの具体的な活動）

 気候変動に対応した灌漑開発
気候変動モデルを踏まえた灌漑開発
住民参加型小規模灌漑開発

 気候変動耐性品種の育種と普及
本邦・国際研究機関での育種素材（耐乾・耐熱・耐塩）の導入
耐性品種での栽培試験と普及

 優良種子の普及
種子生産マニュアルの作成・普及
種子生産圃場の整備

 収穫後処理技術の向上
精米品質向上のための技術指導
精米プラントの試行的導入
本邦収穫後処理メーカーの進出促進

 コメ・ビジネスの促進支援
コメ・バリューチェーン調査を通じたビジネス潜在性確認
コメ・ビジネス促進のための施設・機材整備

 国内・域内コメ流通促進
流通インフラ整備
地域共同体（RECs）との連携による域内流通促進・政策提言

 農業機械化促進
農機の試行的導入
本邦農業機械メーカーの進出促進

 農家の生計向上・生活向上
コメ以外の作目（裏作導入）も含めた営農体系の確立
家計研修による生活向上
作物多様化と栄養指導による栄養改善

 金融アクセス向上への支援
農村金融の試行的導入

Resilience Industrialization

Competitiveness Empowerment

 CARD研究推進
 気候変動モデルを基にした稲作適地
 育種・栽培技術のインパクト評価

 CARD事務局支援
 RECs等への政策提言

CARD運営

RICEアプローチ
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SHEPアプローチ

105

市場情報の提
供など

他ドナー案件でも
取り組んでいる

ビジネスとしての農業の推進 人が育ち、人が動くための仕掛け

市場アクター
・小売業者、仲介業者
・農業資機材会社（種苗・肥料等）
・農産物加工業者など

生産者

生産者情報

（生産地や生産
ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙなど）

市場情報

（売れ筋品目、価
格、時期など）

関係者がそれぞれの持つ情報を

提供しあうことで、地域経済の効率化
を図る。

（情報の非対称性を緩和）

内発的な動機（モチベーション）を高めて
活動を継続させる（自己決定理論）
～3つの心理学的欲求を充足～

自律性（Autonomy）

自分の欲求や好奇心、興味に基づき自発
的に考え、課題に取り組む

有能感（Competence）

課題を自分の力でこなす達成感により、自
分が有能であるという実感を持つ

関係性（Relatedness）

他者と関わり合い、繋がり、思いやった
りして、共に行動を起こす

JICAの技術協力の
持ち味（CD）

SHEP
お見合い
フォーラム

家計
簿研
修

農家によ
る

市場調査

SHEPのオリジナリティーを考慮した活動具体例
 農家による市場調査⇒ 市場情報の非対称性の緩和と農家の自律性・有能感欲求の充足
 市場調査の結果に基づく対象作物選定⇒非対称性の緩和と自律性・有能感欲求の充足
 お見合いフォーラム⇒非対称性の緩和と自律性・関係性欲求の充足



SHEP&CARD
（mundi 2018年8月号より抜粋）
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10の運営委員機関で後押し
専門国際機関、開発金融機関、研究機関等の専門性、資金力を
生かした支援の推進

 IFNA事務局を南アのNEPAD内に設立

内外からの強い決意表明

食と栄養のアフリカ・イニシアチブ（IFNA）
アフリカの栄養改善のための国際イニシアチブ ～ 4つのポイント

食と栄養のアフリカ・イニシアティブ
(IFNA)」を始めることも申し上げます。栄
養こそは，保健の基礎ですから，そこを
NEPADと一緒に進める施策です。

１

2016年8月発足

人間の安全保障により
「誰一人として取り残さない」２

IFNAの目的
食と栄養の安全保障に係るアクションの現場推進

（～2025年）

IFNAの原則
 人間中心
 女性、小規模農家、社会的弱者の支援
 マルチセクターによる相乗効果
 エビデンスの重視
 短期～長期支援の調和による持続可能なシステム構築

農業の介入を強調し、効果的な
現場アクションを実現

10の重点国でグッドプラクティスを創出、全

アフリカと共有

協力のポイント
 相手国政策の中で重要分野を絞り込み、選択と集

中による開発効果の増大
 栄養改善に農業を取り込み食料アクセス強化
 先行ドナー等のこれまでの成果を有効活用
 人材・組織の能力向上を支援

TICAD VI「ナイロビ実施計画」
4.1.  食と栄養のアフリカ・イニシアチブ（IFNA）の促進
により、より良いデータに焦点を当てたマルチ・ステーク
ホルダー及び多分野の取組を通じてアフリカ諸国の栄養状
態を向上させる。

４

運営委員機関：アフリカ開発銀行、国連食糧農業機関、国際農業開発基金（IFAD）、JICA、国立研究開発法人国際農林水産業研究センター
（JIRCAS）、アフリカ開発のための新パートナーシップ（NEPAD）事務局、国連児童基金、世界銀行、世界食糧計画、世界保健機構
重点10か国：ブルキナファソ、エチオピア、ガーナ、ケニア、マダガスカル、マラウイ、モザンビーク、ナイジェリア、セネガル、スーダン

国際社会と連携し
全アフリカへの波及３

日本の貢献
１．IFNA運営全般への支援
２．グローバルな広報展開
３．資金動員の促進
４．協力事業の実施
（技術協力、無償資金協力、有償資金協力、民間連携、NGO連携、ボランティア派遣等）

日本の経験
も活用

生活改善運動 学校給食 食育
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① 経済成長と政情の安定
• 2000年以降、年率4/7%～8.5%と着
実な経済成長率を記録。

• 政情は安定。外務省海外安全情報
上国土の多くがレベル0かレベル1

② 高い農業ポテンシャル

• アフリカ有数の農業国（コメは大陸
内4位、メイズは5位）

• 園芸作物の生産・輸出が増加。
コーヒー・茶等に加え、綿花、ヒマワ
リの生産増、野菜・花卉の輸出増

• 長い海岸線とビクトリア湖等からと
れる豊富な水産資源

③ 産業化を進める政府

• 政府をあげてビジネス環境改善を
推進。

農産物の主要栽培地域

タンザニア＝東アフリカ農業事業進出のエントリーポイント 108
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プロジェクト名 活動地域 主目的
協力
期間

【TANSHEP】：SHEPアプローチを活用した県農業開発計
画実施能力強化プロジェクト（技プロ）

北部3州（ﾀﾝ

ｶﾞ、ｷﾘﾏﾝｼﾞｬ
ﾛ、ｱﾙｰｼｬ）

・県農業開発計画（DADP)の県レベルでの計画・実
施能力強化
・市場志向型農民グループ育成モデルの構築

2018年度

中開始予
定

【ARDS】ASDP事業実施監理能力強化計画プロジェクト
フェーズ3（技プロ）

全国 ・M&Eシステム（ARDS）の改良・利用促進
・他の農業統計との連携

2015.9－
2019.10

【TANRICE2】コメ振興支援計画プロジェクト（技プロ） 全国 ・栽培技術、水管理、ジェンダー・マーケティング・
農業機械の研修を通じた生産性向上（灌漑稲作、
天水陸稲、天水低湿地稲作）

2012.11

－
2018.11

【TANCAID2】県農業開発計画（DADP）灌漑事業推進の
ための能力強化計画プロジェクトフェーズ2（技プロ）

全国 ・ガイドライン（CGL)の普及を通じた灌漑開発・維持
管理能力強化

2015.8－
2019.8

【NIMP】全国灌漑マスタープラン改訂プロジェクト（開
発調査型技プロ）

全国 ・全国灌漑マスタープラン（2018-2035）の作成 2016.11
－2018.9

【SSIDP】小規模灌漑開発事業（有償） 全国 ・全国約120カ所の小規模灌漑施設の改修。2013
年LA調印。貸付上限金額約34億円。

2013.5－
2019.8

市場志向型農業を可能にするサツマイモの品種、栽
培・貯蔵技術の普及・実証事業

ドドマ州 ・干し芋等加工に適したサツマイモ品種、および栽
培・貯蔵技術の導入を通じ、食品加工振興を図る。

2017.12 -
2019.7

タンザニア国FSC認証森林からの持続的な木材調達事
業準備調査（BOPビジネス連携）

リンディ州 ・楽器用材料として重要なｱﾌﾘｶﾝﾌﾞﾗｯｸｳｯﾄﾞの安定
調達と森林コミュニティの持続的な開発を目指す。

2017.1 –
2019.4

ザンジバル・マリンディ港魚市場改修計画 ザンジバル ・ザンジバル・ストーンタウン市内マリンディ港の魚
市場と荷上場の改修

2018年度
着工予定

タンザニア東部ウルグル山域におけるバニラ産地の
形成と生計向上

モロゴロ州 ・ﾓﾛｺﾞﾛ週ｳﾙｸﾞﾙ山域に国内有数のﾊﾞﾆﾗ産地が形
成され、地域住民の生計の向上がはかられる。

2017.3 –
2020.2

タンザニア 農業セクターにおける日本／JICAの協力概要 109

稲作振興・灌漑開発・農業行政のモニタリング体制強化が支援の柱。加えて、政府他関係
者との良好な関係を活かし、民間連携事業も積極的に支援。
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(出所)JETRO作成資料

タンザニアで活躍する日本企業

◇現地生産も含めた BOP・中間層市場開拓に向けた動き

1) 光陽物産：駐在員事務所新設。ソーラー機器。

2) Matoborwa：干しイモ、ドライフルーツの製造

3) Digital Grid：無電化村地域における売電システム。

4) 住友化学：マラリア対策蚊帳、科学肥料の販売。

5) パナソニック：乾電池、ソーラー機器。

6) ビーフォワード、 SBT、エンハンスオートなど：中古車の販売

7) JT：Tanzania Cigarette Company に出資し、タバコを生産販売

8) 日本ポリグル：現地NGOと連携し、浄化装置を設置、水を販売

110
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① タンザニア農業セクター概況
1) 「タンザニアの農林水産業」農林水産業情報整備事業報告書（2012年3月）
http://www.promarconsulting.com/site/wp-content/uploads/files/Tanzania_2011.pdf
2) 全国灌漑マスタープラン改訂プロジェクトファイナルレポート
8月中に以下サイトから入手可能に。灌漑開発が主だが、農業関連情報も豊富にカバー。
https://libportal.jica.go.jp/library/public/Index.html

② JICA事業関連情報
1) JICA事業各種報告書
上記JICA図書館ポータルサイトより、過去・実施中案件の資料を入手可能です。
2) JICA民間連携事業関連報告書
以下、サイトより検索可能です。タンザニア、農業等絞り込んで抽出することが可能です。
https://www2.jica.go.jp/ja/priv_sme_partner/

③ 民間企業の製品・技術の活用が期待される現地情報

国別・セクター別のニーズが書かれています。タンザニア農業ではコメと園芸、また水産分野
について情報が書かれています。
農業（コメと園芸） https://www.jica.go.jp/sme_support/reference/agriculture.html
水産 https://www.jica.go.jp/sme_support/reference/other.html

参考情報 111

ご質問などあれば、以下担当まで遠慮なくご連絡ください。
① JICA農村開発部第四チーム 森田職員（Morita.Yuko@jica.go.jp)
② JICAタンザニア事務所 鈴木所員 （Suzuki.Fumihiko@jica.go.jp）
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６．留意点など
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ご提案時にご留意いただきたい点①

基礎調査・案件化調査を開始したのち、初めて現地調査を行う、という提案が、こ
れまでに複数ありました。

農業は、地域に根差した事業でもあることから、現地のニーズや共同で実施する
現地関連企業等について、事前調査を行った上で事業を提案していただくとよいと
思います。また、先行事業実績があるとより良い提案になると思います。

◎ 事業提案前の準備について

本事業は、継続事業への資金援助を行う補助金ではありません。提案された企画
書に基づく事業の実施につき当機構より業務委託するものです。

◎ 調査事業の性質
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ご提案時にご留意いただきたい点②

◎ 公的機関を相手側とする提案

国の機関は、手続き、制度等において、重要な役割を担いますが、ビジネスター
ゲットとして捉える上では一定のリスクがあることを認識する必要があります。

たとえば、国の機関に対し、機材を供与、あるいは、技術移転を行い、新たな役割
を持たせる計画は、具体化しないリスクが高い傾向にあります。

・ バリューチェーン全てを提案企業が担う提案

・ バリューチェーンの一部（例えば生産）のみを普及・実証事業で行い、加工・流
通・販売は同事業の結果検討する提案
がこれまでに複数ありました。

「生産」から「販売」までのバリューチェーン全てを提案企業が担うことは困難な場
合が多いため、現地企業との連携が重要になります。

◎ 現地企業との連携について
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【問い合わせ先】

JICA農村開発部

Suzuki.Kazuya@jica.go.jp

お気軽にお問い合わせください。
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